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福祉医療助成制度の維持を求める要望書 
 

日頃、市民福祉の向上にご尽力いただいておりますことに敬意を表しま
す。 

さて、滋賀県において、新年度以降の県財政が４００ 億円を超える歳入
不足となり、それに対応するためとして、「財政構造改革プログラム」を明ら
かにしました。 

しかし、その内容は、これまで市民と行政がつくりあげてきた、福祉医療
費助成制度をはじめとする医療、教育などの諸分野・制度について、県負
担金・補助金を削減させるものです。この「改革案」が実施されますと、野洲
市でも、その影響は、実に１億３７００万円にもなり、市民の暮らしと市財政
に大きな影響を及ぼします。 

 
このような事態に対して、「改革案」の見直しを求める県民世論と運動が

広がり、また、県下市町長及び市町議会からも強い要望が出されました。こ
れを受け、知事は乳幼児医療費削減案について、若干の見直し（通院１レ
セプト当初案１５００円負担を１０００円に、入院１日当初案２０００円負担を
１５００円に）を明らかにしました。しかし、見直しがされたといえ、市民や市
に大きな負担を強いるものに変わりはなく、これまでの知事公約に反するも
のです。 

 
いま、必要なことは、これまでの自民・公明内閣がすすめた「三位一体改

革」と県財政におけるムダな公共事業の検証と見直しであり、市民生活と
市町財政を守ることであります。よって、以下の事項について、対応される
ことを要望します。 

 
 

１． 引き続き、滋賀県に対して、市民の暮らしと市財政に重大な影響を及
ぼす「財政構造改革プログラム」の見直しを主張されること。 

２． 乳幼児医療費助成制度において、県負担分が削減された場合におい
ても、現行の市助成制度（完全無料化）を維持されること。 

３． その他、福祉関係削減分に対しても、市として補てんされること。 
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日本共産党野洲市委員会 
２００８年２月１０日  №１３９ 

２月１４日（木） 会派代表者会議 
  １９日（火） 議会運営委員会 
  ２７日（水） 本会議（議案提案） 
３月 ６日（木）  本会議（議案質疑、代表質問）
   ７日（金） 本会議（一般質問） 
  １０日（月） 本会議（一般質問） 
  １１日（火） 本会議（一般質問） 

１２日（水） 常任委員会（議案審議） 
１３日（木） 常任委員会（議案審議） 

  １４日（金） 常任委員会（議案審議） 
  １７日（月） 常任委員会（議案審議） 
  ２１日（金） 常任委員会（議案審議） 
  ２４日（月） 常任委員会（議案審議） 

２６日（水） 本会議（議案討論、採決） 
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